
 

平成２２年度税制改正（地方税）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No １５ 府 省 庁 名 経済産業省              

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  事業税（外形） 不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（         ） 

要望 

項目名 
小規模企業共済制度の加入対象者の拡大 

 

要望内容 

（概要） 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 
家族一体で事業が行われることの多い個人事業の実態を踏まえ、小規模企業共済制度を改正し、個人事業主のみ

ならず、その配偶者や後継者を始めとする「共同経営者」まで加入対象者を拡大する。 
 

・特例措置の内容 
新規加入対象者である「共同経営者」の掛金についても、小規模企業共済等掛金の対象とするとともに、「共同

経営者」が受け取る共済金等を退職所得控除の適用対象となる退職手当等とみなす一時金及び公的年金等控除の適
用対象となる公的年金等の対象として取り扱う。 

関係条文 地方税法第３４条第１項第４号、同法第３１４条の２第１項第４号 

 

要望理由 

近年、小規模企業者の七割を占める個人事業主の数は、減少の一途をたどっている。このような中で、金融危機
に伴う実体経済の悪化により、個人事業主は、特に厳しい状況に直面しており、政府として、緊急の対応として、
小規模企業の資金繰り支援や雇用対策といったセーフティネットの整備に注力してきた。こうした対策に加え、個
人事業主の安心を強める制度を拡充することも極めて緊急性の高い課題である。 
このため、家族一体で事業が行われることの多い個人事業の実態を踏まえ、個人事業主のみならず、その配偶者

や後継者を始めとする「共同経営者」も小規模企業共済制度の加入対象者とし、税制上所用の措置を講ずることで、
個人事業主に加えてその共同経営者が安心して事業に注力できる環境を整備する必要がある。 

減収 

見込額 
（初年度） 430  （ － ）  （平年度）6,480  （ － ）         （単位：百万円） 

地
方
税
以
外
の
措
置 

既

存 

・国税 
所得税（所得税法第 75条第 2項第 1号、所得税法施行
令第72条第2項第3号及び第 82条の2第2項第3号）
に基づき、共済契約者の掛金や共済金等に対して、所得
控除（小規模企業共済等掛金控除、退職所得控除及び公
的年金等控除）を認める措置。 

・融資、補助金その他 
本共済制度を実施する独立行政法人中小企業基盤整
備機構（以下「中小機構」）が本共済制度の事務や広
報等を行うための、小規模企業共済勘定としての国
からの運営交付金（平成 21年度予算 4,448,258千
円）。 

２
２
年
度
の
要
望 

・国税 
所得税（所得税法第 75条第 2項第 1号、所得税法施行
令第72条第2項第3号及び第 82条の2第2項第3号）
に基づき、掛金や共済金等に対して、所得控除（小規模
企業共済等掛金控除、退職所得控除及び公的年金等控
除）を認める共済契約者を「共同経営者」にまで拡充す
る措置。 

・融資、補助金その他 
本共済制度を実施する中小機構が本共済制度の事務
や広報等を行うための、小規模企業共済勘定として
の国からの運営交付金（平成 22年度予算 4,457,022
千円）。 
加えて、事業承継の円滑化を図るため、共済加入者で

ある後継者に対する事業承継資金の低利融資制度を創
設。 

過 去 の 

要望経緯 

昭和40年創設 第二種共済のみ 

昭和42年改正 第一種共済の創設 

昭和47年改正 掛金月額の限度額の引上げ（5,000円→1万円）等 

昭和52年改正 掛金月額の限度額の引上げ（1万円→3万円）等 

昭和57年改正 掛金月額の限度額の引上げ（3万円→5万円）等 

平成元年改正  掛金月額の限度額の引上げ（5万円→7万円）等 

平成7年改正  共済金の額の変更、第二種共済の廃止等 

平成10年改正 共済金の額の変更等 

平成15年改正 共済金の額の変更等 

本要望に 

対応する 

縮 減 案 

 

 

 


